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研究資料
享保－元文期における三井両替店一巻の財務数値
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＜要約＞
　本研究資料は、享保 4（1719）年から元文 5（1740）年までの三井両替店一巻の決算帳簿
の財務数値を一覧表にしたものである。
　近世を代表する商家の一つである三井家は、呉服業に関係する営業店を本店一巻、両替業
に関係する営業店を両替店一巻としてグループ化し、その頂点に統轄機関である大元方を据
えることによって事業管理を行った。そして、そこでは階層的な組織単位間の内部報告会計
にもとづいた会計システムが構築されていた。
　三井家の会計の研究は、会計帳簿の研究を中心に行われ、その研究成果はそれなりに蓄積
されている。しかしながら、その多くがある特定の時点の会計帳簿を選んで分析した静的な
考察を主たる内容としたものであり、時系列分析による動的な研究はほとんどない。その理
由の一つに、時系列分析による動的な研究は時間と手間がかかることがあげられる。
　本研究資料の意義は、両替店一巻の決算帳簿の財務数値の一覧表を作成することで、時系
列的な会計史研究を行うための基礎資料を提供することにある。同時にこれらの資料には三
井家の両替事業部門の経営状態が反映されているため、経営史研究のための基礎資料として
の意義も有する。
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1　本研究資料の意義
　本研究資料は、享保 4（1719）年から元文 5（1740）年までの三井両替店一巻の決算帳簿
の財務数値を一覧表にしたものである。
　近世日本を代表する商家の一つである三井家は、延宝元（1673）年に京都と江戸に呉服店
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を開業後、呉服業に金融業を有機的に結びつけ、この 2つを基幹事業として発展してきた。
三井家では宝永 7（1710）年に「大元方」と呼ばれる統轄機関を設立し、事業の管理を行った。
大元方は三井家の事業の管理部門に相当し、大元方を頂点に京都・江戸・大坂の 3都に展開
する営業店が組織化されていた。各営業店は、呉服業に関係する営業店を本店一巻、両替業
に関係する営業店を両替店一巻としてグループ化されており、それぞれが呉服事業部門、両
替事業部門として管理部門の大元方に従属していた。そこでは階層的な組織単位間の内部報
告会計にもとづいた会計システムが構築されていたことが、西川（1993）によって明らかに
されている。
　三井家の会計の研究は、会計帳簿の研究を中心に行われ、その研究成果はそれなりに蓄積
されている 1)。しかしながら、その多くがある特定の時点の会計帳簿を選んで分析したもの
であり、静的な考察が主たる内容である。時系列分析による動的な研究としては、大元方の
決算帳簿『大元方勘定目録』を分析対象とした西川（2002a、2002b、2003、2004a、2004b）、
飯野（2002、2003、2004）がある。呉服店グループに関しては、原田（2003、2004）が本店
一巻の決算書『大録』と『三年勘定寄』の財務数値をまとめた資料を発表している。両替店
グループに関しては、賀川（1985）が両替店一巻の決算帳簿を利用して、両替店一巻の資本
蓄積状況を研究している。
　このように、三井家の会計研究において時系列分析による動的な研究はほとんどない。こ
の理由の一つに、時系列分析による動的な研究は時間と手間がかかることがあげられる。一
定時点を対象とした静的な研究では、研究対象とする時点とその前後の時点の会計帳簿を検
討すればよいが、時系列分析による動的な研究では対象とする期間の会計帳簿をすべて網羅
しなければならない。
　そこで、本研究資料では、両替店グループの会計の時系列分析を行うための基礎資料を提
供するために、両替店一巻の決算帳簿に記載されている数値を一覧表にまとめることにした。
両替店一巻の決算帳簿を利用した時系列分析には前述の賀川（1985）があるが、賀川の研究
では両替店一巻の資本蓄積状況の分析に必要な財務数値のみが要約して紹介されているだけ
で、両替店グループの会計の時系列分析を行うには不十分である。そのため本研究資料では
決算帳簿に記載されている数値をすべて抜き出し、時系列的な会計史研究を行うための基礎
資料としての意義をもたせるものとする。
　同時に、本研究資料は経営史研究のための基礎資料としての意義をもつものでもある。な
ぜならば、両替店一巻の決算帳簿は、三井家の両替事業部門の決算帳簿なので、そこには両
替事業部門の経営状態が反映されているからである。
2　両替店一巻の決算帳簿
　両替店一巻は、享保 4（1719）年に両替事業を営む京都両替店、江戸両替店、および大坂
両替店の 3店が統合して成立した。両替店一巻の本店は京都両替店であり、両替店一巻の決
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算帳簿は京都両替店で作成された。両替店一巻の決算帳簿は、享保期には『目録寄』と呼ば
れることが多かったが、元文期以降になると『大録』と呼ばれるようになる。本研究資料で
は名称による混乱を避けるために、両替店一巻の決算帳簿は『大録』と呼ぶことにする。
　両替店一巻の『大録』は、7月 14日と 12月 31日を決算日として年に 2回作成された。こ
れは本店一巻の決算帳簿や大元方の決算帳簿の決算日と同じである。
　両替店一巻の『大録』は、享保 7（1722）年上期から明治 4（1871）年下期までのものが、
一部の欠落を除いて現存している。さらに、『大録』の写しである『目録寄歩廻控』につい
て、享保 4（1719）年上期から明治 4（1871）年下期までのものが一部の期間を除けば現存
している。そのため『大録』と『目録寄歩廻控』を合わせれば、両替店一巻が成立した享保
4（1719）年上期から明治 4（1871）年下期までの期間を網羅することができる。
　本研究資料では、享保 4（1719）年上期から元文 5（1740）年下期までの 22年間 44冊の『大
録』の財務数値を一覧する。一覧表は、公益財団法人三井文庫所蔵の『大録』と『目録寄歩
廻控』に基づいて作成するが、具体的な使用史料は末尾を参照されたい。
　ところで、両替店一巻の『大録』は、享保 6（1721）年下期までと享保 7（1722）年上期
以降では記載内容が異なる 2)。そのため一覧表は、享保 4（1719）年上期から享保 6（1721）
年下期までのもの（表 1）と、享保 7（1722）年上期から元文 5（1740）年下期までのもの（表
2）を別に作成した。
　享保 4（1719）年上期と下期の『大録』は、京都・江戸・大坂の 3両替店のそれぞれの当
期純利益である「延銀」と、「延銀」から奉公人への褒美銀に充てられる「十分一」を差し
引いた残高だけが記載されている。享保 5（1720）年上期から享保 6（1721）年下期までの
『大録』は、これに加え「持銀之寄」と「歩通り」の 3つの部分から構成されている。「持銀之寄」
の部分は、京都・江戸・大坂の 3両替店それぞれの「延銀」と奉公人への褒美銀である「十
分一」の累計額を記載した部分である。「歩通り」の部分は、両替店一巻と京都・江戸・大
坂の 3両替店それぞれの営業活動への投下資金、大元方への功納、および当期の「延銀」を
記載した部分である。なお、一覧表を作成するにあたっては、享保 7（1722）年上期以降の『大
録』が両替店一巻全体の総資産、投下資本、および当期純利益を明らかにしたものになって
いること、「歩通り」では端数を切り捨てた数値が用いられていることから、「歩通り」の 3
両替店の記載部分は省略した。
　享保 7（1722）年上期以降の『大録』は、当期純利益の計算部分、投下資本利益率の計算部
分、処分可能利益である「功納之外延銀」の計算部分から構成されている。
　当期純利益の計算部分では、期末総資産である「当季有銀ニ立」から投下資本を差し引い
て当期純利益（「残而」）を計算している。投下資本は期首資本金である「元建」、「要銀」な
どの積立金、「十分一渡し残」などの預り金、留保利益である「功納之外延銀（累計）」など
から構成されている。なお、享保 7年（1722）年上期から享保 8（1723）年上期の 3期分に
ついては、期末総資産から投下資本を差し引いた額から両替店一巻の諸費用を差し引いて当
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期純利益（「引残テ」）を計算している。
　投下資本利益率の計算部分では、「歩平均」として 1か月当たりと 1年当たりの投下資本
利益率を計算している。1か月当たりの投下資本利益率は、当期純利益を会計期間の月数（上
期であれば 6.5か月、下期であれば 5.5か月）で除して 1か月当たりの当期純利益を計算し、
それを投下資本で除して算出している。1年当たりの投下資本利益率は、1か月当たりの投
下資本利益率に 12を乗じることで算出している。
　処分可能利益である「功納之外延銀」の計算部分では、両替店一巻の当期純利益の内訳と
して京都・江戸・大坂の 3両替店の当期純利益を記載した後、大元方への納付額である「当
季大元方功納」や奉公人への退職金積立額である「忠印退銀」などを差し引いて「功納之外
延銀」を計算する。
　最後に、一覧表の作成にあたって、いくつかの調整を行ったので、それらを記載しておく。
　第 1に『大録』の金額はほとんどが銀建てで表示されているが、金建てで表示されている
数値については、「○両△□」と表記した。たとえば 1両 2歩 3朱であれば「1両 23」と表
記した。
　第 2に『大録』に記載されている項目については、上述の 3両替店の「歩通り」部分を除
いて、できるだけ省略せずに記載した。ただし、内容が重複していて一つの項目にまとめた
ほうがわかりやすい場合はそのようにし、項目や金額が重複してそのまま記載すると紛らわ
しい場合はその一部を省略した。たとえば投下資本の内訳項目の一つとして記載されている
留保利益は、「〇壱ケ年延銀」、「〇盆前延銀」などのように、1年分または 1期分ずつ記載さ
れているのであるが、まとめて「功納之外延銀（累計）」として表記している。
　第 3に項目の名称は各期によって若干異なっていたりするが、意味が同じ項目は混乱を避
けるために『大録』における普遍的な名称で統一した。たとえば『大録』の末尾で算出され、
処分可能利益を意味する「功納之外延銀」は、時期によって「功納之外持銀」、「当季延」な
どと表記されることもあるが、『大録』における普遍的な名称である「功納之外延銀」に統
一した。
　第 4に特定の期間にだけ発生している項目については、そのまま残しておかず、その期間
が過ぎたら消去した。たとえば、「京都両替店諸入用」などの両替店一巻の諸費用は、享保
7（1722）年上期から享保 8（1723）年下期までの 3期間しか発生していないので、その期間
を過ぎた享保 11（1726）年上期以降の一覧表から除いてある。
　第 5に『大録』に記載されている数値で端数が切り捨てられている数値、誤謬がある数値
については、修正することなく、そのまま記載した。とりわけ歩平均の数値は、享保期の前
半において細かな計算ミスと思われるものが散見されるが、『大録』記載のとおりとした。
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表 1　両替店一巻大録（享保 4年上期～享保 6年下期）
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注
1) 三井家の会計に関する先行研究については、飯野（2016）を参照されたい。
2) 両替店一巻の『大録』の構成および内容の詳細については、飯野（2016）を参照されたい。
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